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招集通知記載事項及びインターネット開示事項の一部訂正について 

 

 当社「第75回定時株主総会招集ご通知」及び｢第75回定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開

示事項｣の記載事項の一部に訂正すべき事項がございましたので、ここにお詫び申し上げますとともに、下

記のとおり訂正の御連絡をさせていただきます。 

 

記 

 

１．訂正箇所（訂正箇所には下線を付しております。） 

「第75回定時株主総会招集ご通知」40ページ 

連結貸借対照表（平成31年3月31日現在） 

【訂正前】           （単位：百万円） 【訂正後】               （単位：百万円） 

 科目 第 75期 
平成 31 年 3 月 31 日現在 

  科目 第 75期 
平成 31 年 3 月 31 日現在 

負債の部   負債の部  

流動負債  52,880  流動負債  67,894  

買掛金  9,774   買掛金  9,774  

短期借入金  12,724   短期借入金  12,724  

未払費用  13,547   1 年内償還予定の新株予約権付社債 15,013 

未払法人税等  4,482   未払費用  13,547  

賞与引当金  1,725   未払法人税等  4,482  

役員賞与引当金  269   賞与引当金  1,725  

その他  10,355   役員賞与引当金  269  

固定負債  230,384  その他  10,355  

社債  11,127   固定負債   215,370 

新株予約権付社債  30,045   社債  11,127  

長期借入金  161,345   新株予約権付社債  15,031  

リース債務  409   長期借入金  161,345  

繰延税金負債  14,204   リース債務  409  

役員退職慰労引当金  57   繰延税金負債  14,204  

退職給付に係る負債  4,059   役員退職慰労引当金  57  

その他  9,135   退職給付に係る負債  4,059  

負債合計  283,264   その他  9,135  

   負債合計  283,264  

     

     

     

     

  



 

 

 

 

「第75回定時株主総会招集ご通知」42ページ 

貸借対照表（平成31年3月31日現在） 

 

【訂正前】          （単位：百万円）       【訂正後】                            （単位：百万円） 

 科目 
第 75期 

平成 31 年 3 月 31 日現在 

 
 科目 

第 75期 
平成 31 年 3 月 31 日現在 

負債の部   負債の部  

流動負債  52,035  流動負債  67,049  

買掛金  6,952   買掛金  6,952  

短期借入金  3,510   短期借入金  3,510  

リース債務  67   1 年内償還予定の新株予約権付社債 15,013 

未払金  10,259   リース債務  67  

未払法人税等  1,058   未払金  10,259  

未払費用  9,971   未払法人税等  1,058  

前受金  1,219   未払費用  9,971  

預り金  18,516   前受金  1,219  

賞与引当金  396   預り金  18,516  

役員賞与引当金  82   賞与引当金  396  

固定負債  89,033  役員賞与引当金  82  

新株予約権付社債  30,045   固定負債   74,019 

長期借入金  51,880   新株予約権付社債  15,031  

関係会社事業損失引当金  3,434   長期借入金  51,880  

預り敷金保証金  3,259   関係会社事業損失引当金  3,434  

資産除去債務  304   預り敷金保証金  3,259  

その他  109   資産除去債務  304  

負債合計  141,068   その他  109  

   負債合計  141,068  

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第75回定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項 10.11ページ 

6．金融商品に関する注記 

【訂正前】 

 （単位：百万円） 

  
連結貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*)  差額 

  ＜中略＞ 

(6) 社債 （11,127） （11,228） 101 

(7) 新株予約権付社債 （30,045） （29,880） (165) 

(8) 長期借入金 （171,569） （172,368） 798 

(9) デリバティブ取引 （5,529） （5,529） -   

＜中略＞ 

 (6) 社債 

社債の時価につきましては、元利金の合計額を新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法

によっております。 

(7) 新株予約権付社債 

新株予約権付社債の時価につきましては、主として市場価格に基づき算定しています。 

(8) 長期借入金 

１年以内返済長期借入金及び長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合

計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 なお、１年以内返済長期借入金の連結貸借対照表計上額は、10,224百万円であります。 

 (9) デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの ：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定

められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち1年超 

原則的処理 

方法 

金利スワップ取引 

支払固定･ 

受取変動 

長期 

借入金 
75,630 71,354 △5,529  

取引先金融機

関から提示さ

れた価格等に

よっておりま

す。 

 

 

 

 



 

 

 

 

  （単位：百万円） 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち1年超 

金利スワップ 

の特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定･ 

受取変動 

長期 

借入金 
3,030 1,210 △36  

取引先金融機

関から提示さ

れた価格等に

よっておりま

す。 

 

 

【訂正後】 

 （単位：百万円） 

  
連結貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*)  差額 

＜中略＞ 

(6) 1年内償還予定の新株予約権付社債 （15,013） （14,872） (141) 

(7) 社債 （11,127） （11,228） 101 

(8) 新株予約権付社債 （15,031） （15,007） (23) 

(9) 長期借入金 （171,569） （172,368） 798 

(10) デリバティブ取引 （5,529） （5,529） -   

＜中略＞ 

 (6) １年以内償還予定の新株予約権付社債 

 １年以内償還予定の新株予約権付社債の時価につきましては、主として市場価格に基づき算定しております。 

(7) 社債 

 社債の時価につきましては、元利金の合計額を新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法

によっております。 

(8) 新株予約権付社債 

 新株予約権付社債の時価につきましては、主として市場価格に基づき算定しております。 

 (9) 長期借入金 

１年以内返済長期借入金及び長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合

計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 なお、１年以内返済長期借入金の連結貸借対照表計上額は、10,224百万円であります。 

 (10) デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの ：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定

められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

 



 

 

 

 

 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち1年超 

原則的処理 

方法 

金利スワップ取引 

支払固定･ 

受取変動 

長期 

借入金 
75,630 71,354 △5,529  

取引先金融機

関から提示さ

れた価格等に

よっておりま

す。 

 

  （単位：百万円） 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち1年超 

金利スワップ 

の特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定･ 

受取変動 

長期 

借入金 
3,030 1,210 △36  

取引先金融機

関から提示さ

れた価格等に

よっておりま

す。 

 

 

以 上 


